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要　旨
　本論文は，地域福祉権利擁護事業の再評価が生活困窮者自立支援事業や社会福祉協議
会における総合相談体制の充実につながるのではないかという仮説から出発している．
本論文の目的は，1）地域福祉権利擁護事業が本来持っていた地域福祉的要素の再確認，
2）総合相談体制の形成のプロセスとその中での地域福祉権利擁護事業の役割の明確化，
3）生活困窮者自立支援事業との関係から，今日的に地域福祉権利擁護事業が果たす機
能の明確化の 3点である．方法として，文献研究，滋賀県内 3市社協を対象とした体制
整備に関する事例研究，相談実績分析を行っている．研究の結果，幅広い相談を受け止
め制度利用につなげる「前さばき」の機能を地域福祉権利擁護事業が持っており，それ
が総合相談や生活困窮者自立相談の基盤となっていることが明らかとなった．また，社
会的孤立や権利侵害の状態に置かれた人への相談への対応が，地域や他機関・多職種と
の連携・ネットワークづくりにつながっていることが分かった．
キーワード：地域福祉権利擁護事業，社会福祉協議会，総合相談，生活困窮者自立支援
　　　　　　体制整備
　１．研究の目的・方法
　１）「地域福祉権利擁護事業研究会」における研究課題
　2015年 10月～ 2016年 10月にかけての 1年間，滋賀県において県内で相談体制づくりに力を
入れる 3市の社会福祉協議会（以下，社協）とともに，全 8回にわたって「地域福祉権利擁護事
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業研究会」（以下，地権研究会と略す）を開催してきた1．
　2015年 4月から生活困窮者自立支援事業が全国で実施される中，市町村社協は自立相談支援
事業の委託先の約 8割を占め，相談機関として大きな役割を果たしている2．生活困窮者自立支
援事業では，新しい支援の形として対象を限定することなく世帯全体を包括的に受けとめ支援す
る体制づくりが目指されているが，社協は，生活困窮者自立支援制度以前から地域福祉を担う機
関として，そうした「総合相談体制」を目指してきた3．ここでいう「総合相談」は，「総合案内」
的なインテークを中心とした窓口や，法律や就労，健康など複数の相談窓口が 1か所に設置され
ているというような「相談窓口」が設置されていることではなく，問題の把握から解決と予防の
しくみづくりまで含めたものである（神奈川県社会福祉協議会 2014）．
　地権研究会では，こうした総合相談の体制の構築において，日常生活自立支援事業（滋賀県で
は地域福祉権利擁護事業の名称を使用．以後，地域福祉権利擁護事業を用いる．）が重要な役割
を果たしてきたと考え，生活困窮者自立支援事業を有効に機能させるためにも，改めて地域福祉
権利擁護事業の意義を問い直す必要があるのではないかという問題意識が出発となっている．そ
の必要は現場で課題を感じる社協職員から提起されたものであり，地権研究会ではそこから３つ
の研究課題を設定した．
　１つは，財源の課題である．地域福祉権利擁護事業は，認知症高齢者が増加する中，利用者数
が増加を続けるが，その財源には限りがあり，滋賀県内の社協においては，職員配置上の理由か
ら新規の利用契約を断らざるを得ないという事態もおきている4．行政に対して地域福祉権利擁
護事業が果たす役割や地域福祉推進上の意義を示し，財政的な基盤を確保する必要がある．
　２つは，社協内外の組織や機関との連携を含む体制整備の課題である．社協がもつ従来の相談
機能と新たに加わった生活困窮者自立相談の機能とは，どのようにすみ分け，もしくは連携をと
るのか．生活困窮者自立支援単独で事業が成り立つのではなく，これまでの地域福祉権利擁護事
業の基盤の上に成り立つものであることを再評価する．そうした基盤の強化によって，生活困窮
者自立支援事業のより有効な体制整備ができあがるのではないかという仮説を採用している．
　最後に人材育成の課題である．行政から社協への委託事業が増え，相談者も増える中で，質の
高い相談の体制をいかに確保するかは，喫緊の課題である．単なる窓口ではなく，地域福祉とし
ての相談力量をどう高めてきたのかを振り返り，今後に生かすことが必要となる．
　２）研究の目的
　以上の研究課題を踏まえて，本論文では，1）地域福祉権利擁護事業が本来持っていた地域福
祉的要素の内容を再確認すること，2）滋賀県の 3市社協の支援事例から総合相談体制の形成の
プロセスとその中での地域福祉権利擁護事業の役割を明らかにすること，3）生活困窮者自立相
談支援事業との関係から，今日的に地域福祉権利擁護事業が果たす機能を明確にすること，の 3
点を目的とする．
　地域福祉権利擁護事業の特徴は，専門員による専門相談と，生活支援員による「伴走型支援」，
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そしてケース検討や審議会を通した専門機関，弁護士等の専門職とのネットワークといえる．地
域福祉権利擁護事業そのものは，一定の要件のもとに利用できるサービスだが，寄せられる相談
は，多問題のケースが多い．相談に厚みをもたせ，事業で対応できない問題やケースを他部門や
他機関との連携で対応していくことで，総合相談の中軸として機能してきた．
　一方，生活困窮者自立支援事業においても，対象を限定することなく幅広い相談を受け止める
入口の体制づくりと，複合多問題に対し，多職種・多機関の連携やネットワーク構築，資源開発
など地域における出口づくりが求められる．その中で地域福祉権利擁護事業は，日常的金銭管理
の１つのツールとして重要な役割を担うが，これまでの総合相談体制の中軸としての位置づけは
相対的に弱くなりつつある．
　しかし，地域福祉権利擁護事業は本来そうした幅の広い目的をもって開始された事業であり，
そこに力を入れてきた社協においては，そのノウハウが蓄積され，新たな生活困窮者自立支援事
業や総合相談体制の土台となっているとみるべきであると考える．今改めて，地域福祉権利擁護
事業を充実させることが，結果として生活困窮者自立支援の充実（掘り起こしが進む・相談の質
が上がるなど）につながるという相乗効果をもつ，という研究仮説を設定している．
　３）研究方法
　（1）3つの研究方法
　本論文では，３つの目的に対して，３つの研究方法を用いている．目的 1）については，文献
研究を中心に地域福祉権利擁護事業が本来もつ要素の整理を行う．総合相談事業，生活困窮者自
立支援事業，成年後見支援センターそれぞれの役割との比較を含めて，地域福祉権利擁護事業の
位置づけを確認する．
　目的 2）については，滋賀県内 3市社協（大津市・高島市・東近江市5）の事例研究から，相
談体制の形成プロセスと地域福祉権利擁護事業の位置づけの整理を行う．相談事業における地域
福祉権利擁護事業の役割を検討する際，地域福祉権利擁護事業の利用ケースだけを抜き出して検
討することは適切ではない．他の事業との関連の中での当該事業の位置づけや事業の意義を確認
する．具体的には社協における総合相談，生活困窮者自立相談支援，地域福祉権利擁護事業，成
年後見支援センターの配置状況の比較を行う．その際，地域における相談支援の体制づくりにつ
いてもその関係性に着目する（図 1参照）．なお，総合相談という点では地域包括支援センター
等との関連からの検証も必要となるが，本論文では高齢者介護問題全般というよりは，「社会的
孤立」の相談体制に焦点を絞る．
　目的 3）については，③相談支援の実績分析を通して生活困窮者自立支援と地域福祉権利擁護
事業の相互の関連性を把握する．なお，この実績分析は東近江市に限定されている．その理由と
しては，自立相談支援を行政が直営で実施し，家計相談支援と地域福祉権利擁護事業を社協が実
施していることから，自立相談支援と家計相談および地域福祉権利擁護事業の利用の流れを明確
にできるためである．
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　（2）研究フィールドとしての滋賀県の特徴
　本研究が滋賀県をフィールドとする理由は，①地域福祉権利擁護事業としての名称を継続し，
その役割を重視してきていること，②高い利用の実績があり制度利用が普及していること，③市
町村社会福祉協議会が実施主体となっており，他の事業との関連性を把握しやすいことの 3点か
らである．
　①については，1996年に滋賀県でおこった「サングループ事件」を背景としている．この事
件をうけて，滋賀県では行政を含む福祉関係者が県全体で障害者の権利擁護に連携して取り組む
体制づくりが進められてきた．その流れを受けて，1999年の地域福祉権利擁護事業開始の際に
は，県内すべての市町村社協で実施する体制がとられた．地域での権利侵害を未然に防ぐことが
できなかった反省を踏まえた経緯がある．
　②については，地域福祉権利擁護事業は，全国的に利用者は年々増加しているものの，地域間
に大きな格差が生じている．2014年度累計における人口 10万人あたりの利用者数をみると，大
阪市の 115.7人から，千葉市の 8.3人まで 10倍以上の差がみられる．滋賀県は全国の都道府県・
政令指定都市の中で３番目に高い利用状況となっており，人口 10万人あたり 94.3人となってい
る6．さらに滋賀県の特徴をみると，認知症高齢者よりも知的障害者の利用の割合が高いこと，
新規の契約者の中で生活保護の割合は低いこと，などがあげられる（表 1）．
　関連事業として把握する生活困窮者自立支援事業における滋賀県の特徴は，自立相談支援は圧
倒的に直営が多いという点である．全国では委託が直営を上回り約半数を占めるのに対して，滋
賀県内の自治体は直営が 7割以上となっており，委託は 2か所のみとなっている．委託の場合も
委託先は社協となっており，市との協働運営の形をとっており，行政の主体的な取り組みが多い
????????????????????????? ???????????????????????????????????????????????????????????????
図 1　社会福祉協議会のおける相談機能
表 1　地域福祉権利擁護事業の実積
2015.3の
利用者人数
2015年 3月時点の利用者の割合 2014年度
契約者の
生保割合全体
認知症
高齢者等
知的
障害者等
精神
障害者等
その他
全国 46,687 100.0％ 48.1％ 22.1％ 24.6％ 5.2％ 43.6％
滋賀県 1,341 100.0％ 34.8％ 35.9％ 25.0％ 4.3％ 22.0％
出典：「『日常生活自立支援事業』実施状況調査表」をもとに筆者作成
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（平野・奥田 2015）．その中でも委託の選択をとった２か所を本研究の事例研究の対象としている．
　成年後見支援センター（権利擁護支援）の整備においても，滋賀県は他の都道府県に先行した
取り組みを実施している．制度についての情報提供，利用支援，広報啓発活動等を行う成年後見
センターが県内 7つの福祉圏域で整備されている．各センターは各市町による委託等で運営さ
れ，その形態としては，NPO法人，市町社会福祉協議会，社会福祉法人の３種があり，各圏域
の市町の状況によって役割や体制，事業内容等に差異がある．県では，大津圏域の支援センター
でもある「NPO法人あさがお」を県高齢者成年後見支援センターとして指定し，県全体の目指
す方向や役割について各センターと共有できるよう連携・協議を進めている．
　２．地域福祉権利擁護事業の地域福祉としての役割
　１）制度の変遷と事業の目的
　地域福祉権利擁護事業（以下，地権事業と略す）は，利用者本位の福祉サービスへの転換が進
み，権利擁護，サービスの質の確保，情報開示など，利用者支援の仕組みの充実・強化が求めら
れる中で，利用者保護のための制度として 1999年 10月，介護保険制度の要介護認定の開始と合
わせてスタートした．
　認知症高齢者，知的障害者，精神障害者など，判断能力が十分でない人を対象に，利用者との
契約に基づき，福祉サービスの利用に関する相談に応じ，助言や情報提供などにより，その選
択・契約を支援することを目的としている．また，福祉サービスの利用料の支払いに伴う日常的
な金銭管理や，通帳・権利証など重要書類の預かり，苦情解決制度の利用などの支援を通じて，
利用者が安心して自立した生活が送れるようにすることを目的としている．
　それだけではなく，「利用者が自ら選択・決定していくことができるよう，利用者自身の自己決
定を支援していくことを基本」とし，「日々の生活において，判断能力が十分でないため権利侵害
を受けやすい利用者を，地域の関係機関と連携して見守り・支援のしくみを作っていくことによっ
て，利用者の権利侵害を予防していくという視点」をもっている（東京都社会福祉協議会 2016）．
　その後，2000年 6月に施行された社会福祉法において，第 2条 3項 12号に「福祉サービス利
用援助事業」が位置づけられ，地権事業もその一つであるとされた．2000年度には地権事業実
施要領において，①都道府県・指定都市社会福祉協議会が行う「福祉サービス利用援助事業」，
②当該事業に従事する者の資質向上のための事業，③当該事業の普及および啓発，これらの事業
を総称して地権事業というとしている．
　このように，地権事業は，単に金銭管理を行うツールではなく，利用者の自己決定を支援し，
地域の関係機関と連携した見守り・支援の仕組みを作ることや，支援に従事する人材の質向上
（人材育成），事業の普及・啓発までをも含む，文字通り「地域福祉（の）権利擁護事業」として
位置づけられていたのである．
　全社協では，2004，2005年度に調査研究を実施しており，アンケートから利用促進の課題と
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して，「成年後見制度を円滑に利用できるようにし，判断能力が著しく低下した利用者を本事業
で抱え込まないようにしていく」「圏域内の関係機関との連携で本事業の利用者を支援していく
体制を強化し，本事業に負担が集中しないようにしていくこと」「医師や弁護士等の専門家によ
るバックアップ体制を確保し，困難ケースに対応できるように整備すること」「専門員の力量を
向上させること」「本事業に関する住民理解を促進すること」が挙げられている．成年後見制度
への移行という他の制度利用を見据えて抱え込まないこと，他機関・多職種との連携，人材育
成，地域への理解促進が必要であることが示されている（全社協 2005）．
　一方，2005年に全社協から『「地域総合相談・生活支援システム」の構築に向けて～市区町村
社会福祉協議会への提案～』が出されているが，ふれあいのまちづくり事業，地域包括支援セン
ターとの関係については触れているが，地権事業との関係については，詳しい位置づけがなされ
ていない．
　2007年に国は，国庫補助事業の名称を「地域福祉権利擁護事業」から「日常生活自立支援事
業」に変更したが，滋賀県をはじめいくつかの都道府県では，「地域福祉権利擁護事業」の名称
を継続している．東京都では，その理由として「不当な搾取の未然防止など，判断能力が十分で
ない方の権利擁護に重要な役割を果たしており，事業名称上もその趣旨が分かる方がよいと考え
たため」（東京都社会福祉協議会，2016）としている．
　２）生活困窮者自立支援法施行後の変化
　地権事業の財源は，2015年度より，「生活困窮者自立支援法その他事業」に位置づいている．
「新法に基づく各事業を含む福祉サービスの利用を支援する事業であることから，新法とも密接
に連携を図りながら事業を展開していくことが求められる」という観点から，「その他事業」に
位置づけ，安定的な財源を確保しつつ，推進していくとしている．また，「権利擁護人材育成事
業」（地域医療介護総合確保基金）と合わせて，社協が実施することで，成年後見制度利用の前
から利用後の支援まで判断能力の変化に応じた包括的な権利擁護体制の構築が可能であるとして
いる．
　2016年度予算では，利用契約者１人当たりの事業費等に手厚く財源を振り分けること，厚生
労働省においては，本事業のより効果的・効率的な実施や，今後増加するニーズへの対応などの
要請が高いことを踏まえ，本事業の将来的なあり方について検討を行っていくこととしており，
その機能が重視されつつある（社会・援護局関係主管課長会議資料）．
　全社協では，2014年 10月，2015年度の生活困窮者自立支援法施行，社会保障・福祉制度改革
にむけて社協の取り組むべき方向性を示した『社協・生活支援活動強化方針』を出している．そ
こでは，「生活福祉資金貸付事業や日常生活自立支援事業，ボランティア活動，心配ごと相談事
業及び総合相談事業などの実績を活かし，総合相談・ 生活支援への取り組みを一層強化」する
ことが謳われている．
　その反面，個々の事業ごとに， 利用者から相談を受けニーズ把握等が行われており，社協全体
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での連携や情報共有が図られていないため，制度の狭間の生活課題や同一世帯に住む居者の生活
課題を見落としている可能性があると指摘されている．単に事業を実施するだけでなく，組織内
や事業間での情報共有や連携のあり方が問われている．
 
　３．3市社協における総合相談体制とその形成プロセス
　１）総合相談体制の比較
　3市社会福祉協議会において，総合相談体制として，地権事業，生活困窮者自立支援，成年後
見支援センターの 3事業がどのような体制で実施されているかをまとめた（表 2）．
　高島市社協は，3事業すべてを実施している．「総合相談」としての名称をもった事業はない
が，自立相談支援の対象を経済的困窮に限定せず，社会的孤立を含む，幅広い相談の窓口と位置
づけており，総合相談機能と位置づけている．人員の配置を見ても，生活困窮者自立支援が手厚
いことが分かる．地権事業は，成年後見支援センターと一体的に運営する形で予算がつけられて
いる．
　大津市社協は，「総合相談」への人員配置が他市と比較して多い．地権事業と生活困窮者支援
の自立相談は同規模の体制をとっているが，歴史的には地権事業の基盤の上に生活困窮者自立支
援を組み立てる構図となっている（後述する）．
　東近江市社協は，地権事業の予算・人員が 7割以上を占めており，生活困窮者自立支援制度導
入以降も，地権事業の人材を基盤とした総合相談体制が維持されている．行政直営の生活困窮者
自立相談支援との連携が求められる体制となっている．
　さらに，3市社協の事務局組織体制から社協全体の中の地権事業の位置づけを見ると（表 3），
高島市社協と大津市社協は，地域福祉課の中に相談支援の係（グループ）があり，その一つに地
権事業が位置づいている．生活困窮者自立支援と並列の関係となっている．大津市社協では，自
立支援グループ以外にも地域支援グループのコミュニティソーシャルワーカー（CSW）も総合
表 2　高島市・東近江市・大津市の各社協での総合相談体制の比較
総合
相談
地権
事業
生活困窮者支援 成年後見支
援センター自立相談 家計相談 その他
高島市
社協
人員 0 4（1） 3（2） 1（1） 1（学習支援） 2（2）
予算配分 0％ 29.9％ 48.0％ 8.4％ 13.7％ 0％
大津市
社協
人員 2 4（2） 4（2） － 3（2） －
予算配分 4.1％ 30.2％ 32.4％ － 33.3％ －
東近江市
社協
人員 0 5 － 1 1（学習支援） －
予算配分 1.5％ 73.2％ － 13.9％ 11.4％ －
※人員の（　）は，兼務としている人数（内数）．予算配分は 4つの事業の合計を 100としたときの割合．
※大津市社協の生活困窮者支援「その他」は，子どもの学習支援，就労準備支援，市への職員の出向となっ
ている．
※成年後見支援センターは，大津市では NPO法人，東近江市では社会福祉法人が，運営を行っている．
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相談の担当として位置づいている．
　東近江市社協は２市とは違う組織体制となっており，相談支援課が独立し，その中で地権事業
と生活困窮者支援事業（家計相談支援事業）が位置づく．なお，行政の組織機構が福祉総合支援
課として，高齢・障害・生活困窮を含んだ相談体制をとっていることから，介護保険事業（居宅
介護支援）と障害者福祉の相談機能も同じ組織に位置づいている．
　２）相談体制形成プロセスと地域福祉権利擁護事業の役割
　次に生活困窮者自立支援によって総合相談体制に影響のあった大津市社協，高島市社協を取り
上げ，その形成プロセスを整理するとともに，地権事業の役割や他事業との関連を確認する．
　①　大津市社協における総合相談体制の形成プロセス
　大津市社協は介護保険制度の介護サービス事業を実施しない社協ということもあり，「総合相
表 3　3市社協における組織体制の比較（2016年度時点）
高島市社協
総務課
在宅介護課
地域福祉課
ボランティア・福祉学習センター
相談支援係
地域福祉権利擁護事業☆
法人後見・成年後見サポートセンター
つながり応援センターよろず◎
心配ごと相談・無料法律相談
資金貸付
地域支援係
大津市社協
総務課 総務グループ
地域福祉課
地域支援グループ CSW／生活支援コーディネーター／地域包括支援センター出向
自立支援グループ
権利擁護班☆
自立相談◎
貸付相談 ふれあい相談
ボランティアグループ
東近江市社協
総務課
地域福祉課 地区担当職員，生活支援コーディネーター
相談支援課
総合相談
地域福祉権利擁護事業☆
生活困窮者支援◎ 資金貸付・家計相談・S&S
障害相談事業
介護保険事業（居宅介護支援）
在宅福祉課
☆：地域福祉権利擁護事業
◎：生活困窮者自立支援事業関連
出典：筆者作成
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談」を一つの柱として社協活動を展開している点が特徴といえる．歴史的にその経緯を整理する
と表 4のようになる．
　ふれあいのまちづくり事業を契機として，地域ごとの相談体制を構築している．民生委員への
研修を行い出張相談の相談員を委嘱する活動は 20年以上継続されており，地域からの相談を吸
い上げる基盤となっている．相談機関連絡会は相談員を孤立させない仕掛けとして始まり，現在
では約 30の機関・団体が隔月で集い情報交換ができる場となっている．
　こうして相談に携わる人材を育成する基盤とともに，それらをより強化する役割を含め，地権
事業が開始される．当初は職員体制も弱かったが，関係専門職の間に大津市社協が相談機関とし
ての信頼を得る大きなチャンスととらえ，職員体制を充実させ重点的に取り組みを進める．対象
者を手帳保持者等の狭い範囲に限定せず，困っている人であればだれでも相談にのる役割を果た
している．知的障害者の相談から，障害者が逮捕された際の対応を検討する研究会が組織され，
権利擁護ハンドブックの作成にもつながっている．必要に迫られ顧問弁護士との契約も行ってお
り，司法と社会福祉の連携の土台づくりを地権事業が担ったといえる．
図 2　大津市生活困窮者自立支援モデル事業の体制図緯
　　出典：大津市社会福祉協議会『大津市生活困窮者自立促進支援モデル事業報告書』（2015.7）
　生活困窮者自立支援モデル事業では，社協が持つ既存の相談機能を活かしたネットワーク型
表 4　大津市社協における総合相談の取り組みの経緯
年度 経　過
1991 ふれあいのまちづくり事業，専門員の地域担当制導入，福祉推進員の設置
1992 民生委員による出張相談の開始（7ブロック・月 2回）
1993 相談機関連絡会の組織化
2000 地域福祉権利擁護事業の開始
2003 顧問弁護士を配置
2005 権利擁護支援センターを実施する NPO法人あさがおの設立に協力
2012 第 2次地域福祉計画策定，CSW7名を配置
2014 生活困窮者自立支援モデル事業の実施
2016 生活困窮者自立支援事業の開始
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（逆 L 字型）を想定して相談体制を検討している（図 2）．また，５つの特徴として，地域福祉と
連携した動きが明確に打ち出されている点が特徴といえる（表 5）．
　②　高島市社協における総合相談体制の形成プロセス
　高島市社協は，2010年，地権事業の利用者増加への対応と支援の強化を目的に法人後見事業
及び成年後見サポートセンターの設置を行っている．地域における権利擁護支援を基盤に生活困
窮者自立相談を展開する中で，総合相談の体制を構築している．生活困窮者自立支援事業では自
立相談をネットワークで進める創造的な生活応援センターと位置づけ，地権事業もその中のツー
ルとして位置づいている．
　同時に，高島市社協では 2010年に策定した地域福祉推進計画に基づき，住民主体の見守り
ネットワーク活動を推進しており，専門職のみならず住民も含めたネットワークが構築されてい
る．
　さらに，生活困窮者自立支援事業を契機として行政との連携強化を図り，相談支援対応フロー
作成や，各会議体の役割の明確化など，官民協働の相談体制を構築している（表 6）．会議体は
中央の「つながり応援センターよろず運営委員会」，「庁内連携会議」，「自立相談支援機関（セン
ターよろず）」の 3者が核となり相互連携し，事業を推進している構造となっている（図 3）．「つ
ながり応援センターよろず運営委員会」は，官民の協働，ネットワークを促進する場，「庁内連
携会議」は市役所内部の縦割りを排した支援策を検討する場，そして，これらのネットワークを
活かして具体的な支援を行うという位置づけになっている．さらに，全体の進行管理を市・市社
表 5　大津市社協生活困窮者自立支援モデル事業における５つの特徴
①「内発型」：中３学習会や寺子屋事業などの既存の市内の活動を活かし，広げること．
②「循環型」：相談者自身の力を活かす取組を意識する．当事者の力を借りること．
③「地域福祉型」：市や市社協で出来ないことは，学区社協や民生委員児童委員等に助けてもらうこと．
④「柔らかステップ型」：その人にあった就労支援の活動を行う．
⑤「ネットワーク型」：各機関・団体が共同して取り組むこと．新たなネットワークを作ること．
出典：図 2に同じ
表 6　高島市の生活困窮者自立支援制度の施行までの経過
年　度 経　過
2010
高島市社協地域福祉推進計画策定
高島市成年後見サポートセンター設置
2013-2014
高島市社協が第 1次地域福祉推進計画プログラムとして，総合相談構築のための研究会を
開催
2014-2015
高島市が生活困窮者自立促進支援モデル事業を実施（社協委託）し，官民協働の研究会と
して継続．市地域福祉計画の見直しとして，生活困窮者自立支援制度を地域福祉計画に位
置づける．
2015
2年にわたる研究会を「つながり応援センターよろず運営委員会」として正式に生活困窮
者自立支援相談運営のための委員会に位置付ける
出典：『平成 27年度つながり応援センターよろず生活困窮者自立支援事業年次レポート』より作成
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協の合同による「事務局会議」が担い，運営委員会に設置されている「部会」は，新たな取り組
み（点線）の実現にむけた資源開発指向の検討を行っている．
　４．総合相談の利用構造
　１）体制からみる利用構造
　予算，組織体制，相談体制の形成プロセスを踏まえて，各社協における相談の構造を図式化し
た（図 4，図 5，図 6）．制度利用（契約）以前にどの窓口が相談を受ける体制をとっているかに
着目している．さらに，その後の利用の流れにいくつのパターンが想定できるかを示している．
総合相談としての機能は，対象や課題の種別を問わないため，複雑で混乱している相談者の課題
を把握・整理し，制度が求める要件に該当することも含め，制度の利用者に「仕立てる」という
役割を担う．地権研究会では，この制度利用（契約）に至る以前の相談を「前さばき」とよび，
図 3　高島市における生活困窮者自立支援事業の推進体制（2015年度）
出典：『平成 27年度つながり応援センターよろず生活困窮者自立支援事業年次レポート』
図４　高島市社協における相談の構造
＜高島タイプ＞
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そこに最も時間と労力がかかることが問題提起された．総合相談体制の成り立ちによって，「前
さばき」を主に担う窓口が変わることになる．
　高島市社協は，生活困窮者自立支援を基盤とした「前さばき」を行っている．先にも触れてい
るように，高島市では生活困窮者自立相談が対象を限定しない総合相談となっており，そこで
「前さばき」の機能を持つことになる．相談者の課題や能力を見極め，法人後見・成年後見サ
ポートセンターの後見事業や地権事業につなぐことになり，相談の実績は生活困窮者自立相談に
蓄積される．経済力と判断能力の見極めによって「前さばき」がなされるが，生活困窮の家計相
談で支援するも，その後本人の能力から地権事業へと移行する事例もある（図 4のパターン 1）．
地権事業は自立相談支援からつなぐ１事業や自立相談支援の１つのツールという位置づけにな
る．また社協において後見機能も持っていることから，一連の利用の流れが見えやすい．
　大津市社協はこれまでの地権事業の相談を基盤に，自立支援グループとして生活困窮の自立相
談と地権事業担当者が一体的な相談を行う．地権事業の担当者がまず相談を受けて，制度につな
ぐ「前さばき」を担うことが多く，相談全体を 10とすると，「前さばき」に 8の労力を割いてい
図 5　大津市社協における相談の構造
＜大津タイプ＞
＜東近江タイプ＞
図６　東近江市社協における相談の構造
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るという．地権事業が入口となった場合，生活困窮者自立支援や成年後見支援につないだあと
も，継続して地権事業が伴走型で支援を続ける事例もみられる（図 5のパターン 2・3）．なお，
生活困窮の自立相談は独自に相談の入口にもなりえる（図 5のパターン 5）．
　東近江市社協は，地権事業の人件費を基盤にしつつ，社協の総合相談（D）として他の事業に
よらない独立した相談窓口の体制をとっている．組織体制でも確認したように，介護保険事業の
相談機能も包含する．行政が生活困窮者自立相談を直営で行い，地域包括支援センターと一体で
総合相談窓口体制をとっていることから，行政でも「前さばき」機能があり，そこから地権事業
が活用される場合もあり，両者の連携が課題となる（図 6のパターン 4）．
　２）東近江社協における総合相談と地域福祉権利擁護事業の関連の分析
　次に東近江市社協の相談実績から，相談の流れが実際にはどのような割合となっているのか，
さらに「前さばき」としての機能がどのように果たされているのかを把握した．
　総合相談の実績から地権事業の相談に特化したものをぬきだし，相談経路とその中に占める地
権事業の割合を見ると（表 7），総合相談は，本人から直接の相談が最も多く，次に行政の相談
支援窓口となっている．その中でも生活困窮者自立相談からの割合が高くなっている．これらの
相談に占める地権事業の割合をみると（地域）包括（障害）やサービス事業所からの相談の 5
割，その他関係機関や社会福祉課からの相談も 2割以上となっている．地権事業を入口に専門職
からの相談がつながっていることが分かる．参考に，行政で実施されている自立相談の相談経路
を見ると，本人から直接の相談も多く，社協総合相談に近い割合となっている（表 8）．
　次に，地権事業以外の総合相談と地権事業の相談に分けて出口の状況をみると，総合相談のう
ち 8割は社協事業での対応，1割が行政へのつなぎとなっている．生活困窮者自立支援へのつな
表 7　東近江市社協総合相談の相談経路とそのうち地権事業の相談が占める割合（2015年度）
相談経路 総合相談 うち主に地権事業の相談
件　数 割　合 件数
総合相談に
占める割合
本人 329 42.2 0 0.0
行政相談窓口 296 38.0 34 11.5
自立相談 144 18.5 3 2.1
包括（高齢） 84 10.8 12 14.3
包括（障がい） 15 1.9 8 53.3
社会福祉課 53 6.8 11 20.8
その他の関係機関 76 9.8 21 27.6
民生委員 25 3.2 1 4.0
家族 17 2.2 3 17.6
サービス事業所 22 2.8 11 50.0
その他 9 1.2 0 0.0
地域住民 5 0.6 0 0.0
合　計 779 100.0 70 9.0
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ぎは５％程度だった．もっとも多いのは相談の継続で，支援に至るまでの「前さばき」としての
対応や，どの制度にも当てはまらないニーズへの支援を果たしていることが分かる．地権事業の
利用として受けた相談も，実際の利用に至ったケースが 6割，3割が相談の継続，1割がその他
となっている（表 9）．専門職からの相談においても，再度アセスメントや関係者調整をしてい
る結果とみることができる．
　５．結論
　本論文では地権事業に着目して，社協の総合相談体制の整理を行ってきた．社協によって，そ
の位置づけは異なるものの，滋賀県においては地権事業が人員配置や専門職からの相談受け入れ
など総合相談体制の基盤となり，生活困窮者自立相談支援の幅広さと質を確保するといった作用
を及ぼしていることが明らかとなった．以下では，これまでの検討を踏まえ導き出された生活困
窮者自立支援事業と地権事業との相互作用を生かした体制整備の効果とそれを踏えた課題を 2点
に整理しておきたい．
表 8　東近江市自立相談支援（行政直営）の相談経路（2015年度）
表 9　社協の総合相談、地域福祉権利擁護事業相談の出口（2015年度）
相談経路 件　数 割　合
本人 69 35.6
生活保護窓口 15 7.7
他課・関係機関 85 43.8
その他 25 12.9
合　計 194 100.0
相談全体 行政からの相談分
総合相談 地権相談 総合相談 地権相談
相談件数の総計 709 100.0％ 70 100.0％ 262 100.0％ 34 100.0％
社協事業での対応 593 83.6％ 61 87.1％ 218 83.2％ 32 94.1％
地権 33 4.7％ 42 60.0％ 26 9.9％ 22 64.7％
相談の継続 269 37.9％ 19 27.1％ 92 35.1％ 10 29.4％
食糧支援 136 19.2％ 0 0.0％ 44 16.8％ 0 0.0％
小口貸付 61 8.6％ 0 0.0％ 27 10.3％ 0 0.0％
S&S 8 1.1％ 0 0.0％ 4 1.5％ 0 0.0％
その他 86 12.1％ 0 0.0％ 25 9.5％ 0 0.0％
行政へのつなぎ 73 10.3％ 1 1.4％ 37 14.1％ 0 0.0％
市自立相談⇒家計 28 3.9％ 1 1.4％ 26 9.9％ 0 0.0％
市自立相談⇒家計以外 9 1.3％ 0 0.0％ 5 1.9％ 0 0.0％
高齢福祉 17 2.4％ 0 0.0％ 1 0.4％ 0 0.0％
障害福祉 5 0.7％ 0 0.0％ 0 0.0％ 0 0.0％
社会福祉課 14 2.0％ 0 0.0％ 5 1.9％ 0 0.0％
その他 43 6.1％ 8 11.4％ 7 2.7％ 2 5.9％
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　１）相談の入口（前さばき）機能の再評価の必要性
　「前さばき」は制度の外で行われているため，委託事業としての評価がされにくい部分である．
生活困窮者自立相談支援が総合相談機能を持つ場合では，同様にこの制度利用に至る前段階にお
ける相談支援労力への評価はプラン策定者に比べて相対的に低い位置づけとなる．生活困窮者自
立支援においては，制度開始当初から全国で共有の実績入力ソフトを配布し，事業の見直し・評
価に活用する体制ができているが，詳細な評価はプラン策定者に限定されている．この「前さば
き」部分への評価方法を今後検討することが必要である．
　また，地権事業などの事業が総合相談機能を果たしている場合，生活困窮者自立支援制度が果
たすと想定されている機能の重要な部分をその事業が担っているという認識を持つことが必要で
ある．相談の体制によっては，地権事業による「前さばき」が生活困窮者自立相談支援の相談負
担を軽減することにつながっており，その点で行政との共通認識を図ることが可能となれば，予
算確保の根拠を示すことが可能となる．
　独自の総合相談事業体制をとっている場合，「前さばき」としての役割が見えやすい．今回，
東近江市の分析からは，行政が実施する生活困窮者自立支援を中心とする総合相談体制にアクセ
スする人とは別の層の相談者が利用していることが分かった．相談窓口が多様に用意されること
で，幅広い課題が拾い上げられているとみることができる．
　生活困窮者支援の自立相談を社協が一体的に実施している場合，同様に幅広い相談を受け止め
る体制となっているのか，看板によって相談の幅を狭めていないのかの検証が必要である．
　２）地域福祉の事業としての出口づくりにむけての体制整備
　大津市社協や高島市社協での相談体制プロセスから，地権事業がもつ地域福祉としての出口づ
くりの役割が明確になった．大津市社協では，手帳の有無に関係なく，広く地権事業の相談者を
受け入れることで，地域との連携，専門職との連携，ネットワークの基盤を形成している．地権
事業の相談者が，単独では解決できない経済的な課題や判断ができない課題を抱える背景には，
社会的孤立が潜んでいるとみることができる．その点から，より多様な関係者を巻き込んだ地域
福祉としての解決を模索することが求められる．と同時に，社会的孤立の場合何らかの権利侵害
の状態に置かれている可能性が高いことから，権利擁護の視点を欠かすことができない．これが
専門職，特に法律職との連携の土台となっている．生活困窮者自立支援においても，出口の支援
として，地域づくりが求められるが，その際に，権利擁護の視点を合わせて持つことが重要である．
　人材育成という点でも大津市社協の例からは，地権事業が果たしてきた役割を，再度評価する
ことが有用である．相談機関間の定期的な情報交換が，有機的な連携や人材育成の場となってお
り，直接事業に関わる関係者の会議だけではないネットワークの視点が有用であると考える．ま
た，そのネットワークで信頼を得るためには，社協として何でも受け止めるという覚悟や人材の
担保が必要になるといえる．高島市社協はそうした体制を生活困窮者自立支援をベースに新たに
構築した例であり，その方法は広く他自治体の参考になると考えられる．
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注
１　日本福祉大学福祉政策評価センターが実施する私立大学戦略的研究基盤形成支援事業「重複化する福
祉制度の設計と自治体運用に関する評価とフィードバック」（2015～2020年）の研究領域 A（生活困窮
者支援）の一環として実施している．
２　平成 28年度，自立相談支援事業の委託は 51.3％となっており，そのうち，79.2％が社会福祉協議会へ
の委託となっている．社協への委託割合は平成 27年度に比べて 3.2ポイントの増加となっている．（厚
生労働省「平成 28年度生活困窮者自立支援制度の実施状況調査集計結果」）
３　全国社会福祉協議会『「地域総合相談・生活支援システム」の構築に向けて～市区町村社会福祉協議
会への提案～』2005年，全国社会福祉協議会「社協・生活支援活動強化方針」2014，神奈川県社会福祉
協議会『これからの「社協の総合相談」の確実な実施にむけて』2014など．
４　全国的な動向を見ると実利用者数は，2014年度末で 46,687人となっている．2004年度が 14,720人
だったため，10年間で約 3倍の伸びとなっている．
５　3市は福祉政策評価センター研究プロジェクトの対象自治体でもあり，生活困窮者自立支援事業の体
制整備への参与観察を続けている．大津市が中核市，東近江市が人口 10万人規模，高島市が人口 5万
人規模の自治体となっている．地域福祉権利擁護事業の利用者数は，大津市・東近江市で約 150件，高
島市で約 110件の実績となっている．
６　全国社会福祉協議会地域福祉部『日常生活自立支援事業の実績』（2015年 3月末）
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